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はじめに

本書は、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条に基づき研究評価委員会において

設置された「再生可能エネルギー熱利用技術開発」（事後評価）の研究評価委員会分科会（２

０１９年１０月７日）及び現地調査会（２０１９年９月３０日 於 日本地下水開発株式会

社、日本環境科学株式会社）において策定した評価報告書（案）の概要であり、ＮＥＤＯ技

術委員・技術委員会等規程第３３条の規定に基づき、第６１回研究評価委員会（２０２０年

５月１５日）にて、その評価結果について報告するものである。

２０２０年５月 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会「再生可能エネルギー熱利用技術開発」分科会

（事後評価） 

分科会長 秋元 孝之 
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「再生可能エネルギー熱利用技術開発」（事後評価） 

評価概要（案） 

 
１．総合評価 
 本事業は、技術課題解決、地域特性データと活用シミュレーションの整備、導入コストや

運用コストの低減など、広範囲な取組を行い、社会に公開する事により普及に繋がり、エネ

ルギーセキュリティ向上や地球温暖化抑制に寄与する。以前は、熱利用に対する補助金や支

援は限定的で事業者の熟練度・技術開発力の向上を図る事が難しかったが、本事業を通じて

向上に貢献できた。 
一方で、更なる技術開発が必要で、実用化に向けて十分な道筋が見出せなかった実施テー

マもあった。類似の課題解決に取り組んだ事業者間の情報交換、技術交流を促し、成果を統

合・整備し、広く展開すべきである。 
低品位熱源の有効利用はイニシャルコストが高く、コスト低減が必須である。従来の汎用

技術に対してコスト比較できる目標基準や情報があると、課題が浮き彫りになり実用化・事

業化に向けた具体的な計画を立てやすくなると共に、利用者にとって導入検討しやすくなる。 
また、普及・波及のためには、建物、地域等の適用先における要件やコスト低減のシナリ

オを明確にし、実フィールド利用に基づくシステム性能や導入効果の検証が必要である。ま

た、他の適切な技術の選択や、住宅・建物のエネルギーマネジメントシステムとの連携など

の高度化も重要と考えられる。将来のマーケットで生き残るために、削減可能コストや市場

規模、派生的効果を含めた経済的効果をより慎重に予め評価し、継続的に事業展開する事が

望まれる。 

 
２．各論 
２．１ 事業の位置付け・必要性について 
無尽蔵で多様な可能性を有する再生可能エネルギー熱の利用拡大は、エネルギーセキュリ

ティ向上や地球温暖化抑制から不可欠であり、その利用効率向上と低コスト化を推進する本

事業は、意義がある。低質でありかつ活用にコストがかかり、市場規模も小さいエネルギー

を有効活用する技術開発は、民間企業だけではリスクが大きいので、NEDO による推進は

妥当である。本事業は事業者の技術開発を支援するだけでなく、幅広い情報収集による比較・

評価手法の確立や地中熱ポテンシャルマップ作成への貢献など再生可能エネルギー熱利用

の導入拡大に資するものであった。 
一方で、効果的活用のための幾つかの課題のうち、認知度向上や事業者の育成強化に関す

る取組が薄いので、導入コスト低減や利用効率向上に向けた技術開発以外の事業を意識した

全体最適の視点も加えても良いと思われる。 

 
２．２ 研究開発マネジメントについて 
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熱需給のマッチング性、導入拡大ポテンシャル、技術開発による普及可能性の観点で、地

中熱・温泉熱・雪氷熱・バイオマス熱を対象としており、多くの要素技術開発が含まれ、事

業実施地域や実施主体の選択も多様性に富んでいる。実施テーマ毎にその分野に精通した連

合体で開発を進めており、さらに、外部有識者の意見を反映する技術委員会や、実用化・事

業化に向けた企業ヒアリングを開催するなど、運営は適切である。 
一方で、一部の実施テーマにおいて、企業側に対する大学側の支援や連携が曖昧で相乗効

果が発揮されなかった。また、コスト目標が、実施事業者の判断に基づく相対値として設定

されていた。事業の効果が分かりやすくなり普及に繋がるように、目標設定を、市場への普

及に必要なコストレベルや省エネ効果、CO2削減効果、あるいは、広く普及している汎用技

術との比較評価とするべきである。 

 
２．３ 研究開発成果について 
地中熱利用に関するテーマにて施工時間や作業人員を低減するなど、多くの実施テーマに

おいて目標を達成し、雪氷熱に関するテーマでは、目標を数倍上回るコスト削減を達成した。

地中熱ポテンシャルマップや空調熱源設計ツール活用のためのガイダンスは有用なデータ・

情報になる。また、プレス発表、学会発表などを通じて精力的に情報を発信している。 
一方で、目標未達のテーマや、論文や対外発表が非常に少ないあるいは内容が限定的であ

るテーマがある。また、多くの技術ノウハウが蓄積されたと推測されるが、テーマ数を勘案

すると特許出願が少なく、海外展開を考慮した外国出願はない。 
今後は、事業成果を個別物件での実証と高効率機器の開発に留めず、システム全体の普及

に向けた取組や、シミュレーション技術を用いた地域別効果の事前明確化が望まれる。本分

野では、事業者の熟練度にばらつきが大きく、情報の共有化で事業の効率化が図れるので、

特に本事業の多数を占める地中熱利用では、多様な技術の周知やポテンシャルマップを通じ

た普及活動を継続すべきである。 

 
２．４ 成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて 
ほとんどの実施テーマは、高効率化、コスト削減、施工省力化、低騒音化等により、実用

化に向けて前進した。一部の実施テーマは既に事業化しており、一例として、地中熱利用向

け専用掘削機が販売商品へラインナップされ、雪山貯蔵による冷房システムは稼働予定や導

入決定に至っている。 
一方で、事業化に至る戦略や事業化に向けた取組の具体性が弱く、実用化に向けて更なる

技術開発等が必要とされている案件もあった。対象技術の多くは初期の設置・工事費用の高

さが障害となって導入拡大が進んでいないので、他要素技術と組み合わせた初期費用低減等

の工夫が望まれる。また、上流から下流までの事業者を含めたコンソーシアム体制によるト

ータルコスト低減や、建物・地域を考慮したシステム全体の導入効果予測ツールの整備が望

まれる。さらに、事業を横断してシミュレーション技術を活用できる体制も必要である。地

中熱利用ポテンシャルマップについては、地方公共団体などとの協調を継続して、より高精

度で実効性のあるものへの進化を期待する。 
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３．評点結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 3.0 A A A A A A A 

２．研究開発マネジメントについて 2.3 A B B B B A B 

３．研究開発成果について 2.1 A A B C B B B 

４．成果の実用化・事業化に向けた取組及

び見通しについて 
1.6 B B B C C C B 

（注）素点：各委員の評価。平均値は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が 
数値に換算し算出。 

 

〈判定基準〉  

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A 
・重要             →B 
・概ね妥当           →C 
・妥当性がない、又は失われた  →D 

・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当とはいえない      →D 

２．研究開発マネジメントについて 
 
４．成果の実用化・事業化に向けた取

組及び見通しについて 

・非常によい          →A 
・よい             →B 
・概ね適切           →C 
・適切とはいえない        →D 

・明確            →A 
・妥当            →B 
・概ね妥当          →C 
・見通しが不明        →D 

 

1.6 

2.1 

2.3 

3.0 

0.0 1.0 2.0 3.0

４．成果の実用化・事業化に

向けた取組及び見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性
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